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毎週　火曜・金曜日発行 ◯印は長崎県例規集に登載するもの
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条　　　　　例

　職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。
　　令和４年７月８日

長崎県知事　大石　賢吾　
長崎県条例第22号
　　　職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例
　職員の育児休業等に関する条例（平成４年長崎県条例第３号）の一部を次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員）
第２条　育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次
に掲げる職員とする。

第２条　育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次
に掲げる職員とする。

⑴及び⑵　略 ⑴及び⑵　略
⑶　非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以
外の非常勤職員

⑶　次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員

ア　次のいずれにも該当する非常勤職員 ア　次のいずれにも該当する非常勤職員
ア　その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定
する子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する
日（以下「１歳６か月到達日」という。）（当該子の
出生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休
業をしようとする場合にあっては当該期間の末日か
ら６月を経過する日、第２条の４の規定に該当する
場合にあっては当該子が２歳に達する日）までに、
その任期（任期が更新される場合にあっては、更新
後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者
を同じくする職（以下「特定職」という。）に採用
されないことが明らかでない非常勤職員

ア　その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定
する子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する
日（以下「１歳６か月到達日」という。）（第２条の
４の規定に該当する場合にあっては、２歳に達する
日）までに、その任期（任期が更新される場合に
あっては、更新後のもの）が満了すること及び任命
権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に
引き続き採用されないことが明らかでない非常勤職
員

イ　略 イ　略
イ　次のいずれかに該当する非常勤職員 イ　第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職

員（その養育する子が１歳に達する日（以下この号及
び同条において「１歳到達日」という。）（当該子につ
いて当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とさ
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れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって
は、当該末日とされた日）において育児休業をしてい
る非常勤職員に限る。）

ア　その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到
達日」という。）（当該子について当該非常勤職員が
第２条の３第２号に掲げる場合に該当してする育児
休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日
後である場合にあっては、当該末日とされた日。以
下アにおいて同じ。）において育児休業をしている
非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該
当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間
の初日とする育児休業をしようとするもの
イ　その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育
児休業をしている場合であって、当該任期を更新さ
れ、又は当該任期の満了後引き続いて特定職に採用
されることに伴い、当該育児休業に係る子につい
て、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の
日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう
とするもの

ウ　その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児
休業をしている非常勤職員であって、当該育児休業に
係る子について、当該任期が更新され、又は当該任期
の満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い、
当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日
を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす
るもの

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） （育児休業法第２条第１項の条例で定める日）
第２条の３　育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、
次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日
とする。

第２条の３　育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、
次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日
とする。

⑴及び⑵　略 ⑴及び⑵　略
⑶　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常
勤職員が、次に掲げる場合のいずれにも該当する場合
（当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休
業をしている場合であって第３条第７号に掲げる事情に
該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、
人事委員会が定める特別の事情がある場合にあってはウ
に掲げる場合に該当する場合）　　当該子の１歳６か月到
達日

⑶　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するた
め、非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育す
る非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休
業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若し
くはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業
の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である
場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の
期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末
日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の
翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲
げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の
末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当
該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引
き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌
日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の
初日とする育児休業をしようとする場合であって、次に
掲げる場合のいずれにも該当するとき　当該子の１歳６
か月到達日

ア　当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤
職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は
当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくは
これに相当する場合に該当してする地方等育児休業の
期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である
場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業
の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間
の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの
日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又は
これに相当する場合に該当して地方等育児休業をする
場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日と
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された日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日と
する育児休業をしようとする場合
イ　当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到
達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当して
する育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳
到達日後である場合にあっては、当該末日とされた
日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤
職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が同
号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当してす
る地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の
１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされ
た日）において地方等育児休業をしている場合

ア　当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到
達日（当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日と
された日が当該子の１歳到達日後である場合にあって
は、当該末日とされた日）において育児休業をしてい
る場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到
達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日
とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ
ては、当該末日とされた日）において地方等育児休業
をしている場合

ウ　略 イ　略
エ　当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到
達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当して
する育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳
到達日後である場合にあっては、当該末日とされた
日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して
育児休業をしたことがない場合

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）
第２条の４　育児休業法第２条第１項の条例で定める場合
は、１歳６か月から２歳に達するまでの子を養育する非常
勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれにも該当する場
合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休業をし
ている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当すると
きは第２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、人事
委員会が定める特別の事情がある場合にあっては同号に掲
げる場合に該当する場合）とする。

第２条の４　育児休業法第２条第１項の条例で定める場合
は、１歳６か月から２歳に達するまでの子を養育するた
め、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該
子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該
当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児
休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新さ
れ、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用される
ものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き
採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業を
しようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当す
るときとする。

⑴　当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日
（当該非常勤職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又
はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をする
場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とさ
れた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする
育児休業をしようとする場合
⑵及び⑶　略 ⑴及び⑵　略
⑷　当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か
月到達日後の期間においてこの条の規定に該当して育児
休業をしたことがない場合

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める
期間を基準として条例で定める期間）
第２条の５　育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則
で定める期間を基準として条例で定める期間は、57日間と
する。

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の
事情）

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の
事情）

第３条　育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特
別の事情は、次に掲げる事情とする。

第３条　育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特
別の事情は、次に掲げる事情とする。

⑴～⑷　略 ⑴～⑷　略
⑸　育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育
児休業に係る子について既にしたものを除く。）の終了
後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児休業をし
た職員が、当該育児休業の承認の請求の際育児休業によ
り当該子を養育するための計画について育児休業等計画
書により任命権者に申し出た場合に限る。）。

⑸及び⑹　略 ⑹及び⑺　略
⑺　任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末
日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしているも

⑻　その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休
業をしている非常勤職員が、当該育児休業に係る子につ
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のが、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き
続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に
係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当
該採用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をし
ようとすること。

いて、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特
定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日
の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間
の初日とする育児休業をしようとすること。

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期
間を基準として条例で定める期間）
第３条の２　育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で
定める期間を基準として条例で定める期間は、57日間とす
る。
（育児短時間勤務の終了の翌日から起算して１年を経過し
ない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

（育児短時間勤務の終了の翌日から起算して１年を経過し
ない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第11条　育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特
別の事情は、次に掲げる事情とする。

第11条　育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特
別の事情は、次に掲げる事情とする。

⑴～⑸　略 ⑴～⑸　略
⑹　育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより
当該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除
く。）の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該
育児短時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承
認の請求の際育児短時間勤務により当該子を養育するた
めの計画について育児短時間勤務計画書により任命権者
に申し出た場合に限る。）。

⑹　育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより
当該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除
く。）の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該
育児短時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承
認の請求の際育児短時間勤務により当該子を養育するた
めの計画について育児休業等計画書により任命権者に申
し出た場合に限る。）。

⑺　略 ⑺　略

　　　附　則
　　（施行期日）
１　この条例は、令和４年10月１日から施行する。
　　（経過措置）
２　この条例の施行日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例による改正前の職員の育児休業等
に関する条例第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第11条（第６号に係る部分に限る。）の規定の適用につ
いては、なお従前の例による。

　長崎県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。
　　令和４年７月８日

　　長崎県知事　大石　賢吾　
長崎県条例第23号
　　　長崎県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
　長崎県の事務処理の特例に関する条例（平成12年長崎県条例第45号）の一部を次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（市町村が処理する事務の範囲等） （市町村が処理する事務の範囲等）
第２条　次の表の中欄に掲げる事務は、それぞれ右欄に掲げ
る市町村が処理することとする。

第２条　次の表の中欄に掲げる事務は、それぞれ右欄に掲げ
る市町村が処理することとする。

部局 事務 市町村 部局 事務 市町村

略 略

総
務
部
関
係

１　略 総
務
部
関
係

１　略

２　東日本大震災の被災者に係る一般旅券の
発給の特例に関する法律（平成23年法律第
64号）第３条第１項の規定による震災特例
旅券の交付に関すること。

各市町

略 略

　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
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　長崎県議会議員及び長崎県知事の選挙における選挙運動用自動車の使用等の公営に関する条例の一部を改正す
る条例をここに公布する。
　　令和４年７月８日

長崎県知事　大石　賢吾　
長崎県条例第24号

長崎県議会議員及び長崎県知事の選挙における選挙運動用自動車の使用等の公営に関する条例の一部を改
正する条例

　長崎県議会議員及び長崎県知事の選挙における選挙運動用自動車の使用等の公営に関する条例（平成５年長崎
県条例第38号）の一部を次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

（選挙運動用自動車の使用の公費の支払） （選挙運動用自動車の使用の公費の支払）
第４条　県は、候補者（前条の規定による届出をした者に限
る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一般
乗用旅客自動車運送事業者その他の者（以下「一般乗用旅
客自動車運送事業者等」という。）に支払うべき金額のう
ち、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額
を、第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限
り、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等からの請求に基
づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等に対し支払
う。

第４条　県は、候補者（前条の規定による届出をした者に限
る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一般
乗用旅客自動車運送事業者その他の者（以下「一般乗用旅
客自動車運送事業者等」という。）に支払うべき金額のう
ち、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額
を、第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限
り、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等からの請求に基
づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等に対し支払
う。

⑴　略 ⑴　略
⑵　当該契約が一般運送契約以外の契約である場合　次に
掲げる区分に応じ、それぞれに定める金額

⑵　当該契約が一般運送契約以外の契約である場合　次に
掲げる区分に応じ、それぞれに定める金額

ア　当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約（以下
「自動車借入れ契約」という。）である場合　当該選
挙運動用自動車（同一の日において自動車借入れ契約
により２台以上の選挙運動用自動車が使用される場合
には、当該候補者が指定するいずれか１台の選挙運動
用自動車に限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自
動車として使用された各日についてその使用に対し支
払うべき金額（当該金額が１万6,100円を超える場合
には、１万6,100円）の合計金額

ア　当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約（以下
「自動車借入れ契約」という。）である場合　当該選
挙運動用自動車（同一の日において自動車借入れ契約
により２台以上の選挙運動用自動車が使用される場合
には、当該候補者が指定するいずれか１台の選挙運動
用自動車に限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自
動車として使用された各日についてその使用に対し支
払うべき金額（当該金額が１万5,800円を超える場合
には、１万5,800円）の合計金額

イ　当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する
契約である場合　当該契約に基づき当該選挙運動用自
動車に供給した燃料の代金（当該選挙運動用自動車
（これに代わり使用される他の選挙運動用自動車を含
む。）が既に前条の規定による届出に係る契約に基づ
き供給を受けた燃料の代金と合算して、7,700円に当
該候補者につき法第86条の４第１項、第２項、第５
項、第６項又は第８項の規定による候補者の届出の
あった日から当該選挙の期日の前日（法第100条第４
項の規定により投票を行わないこととなった場合に
は、同条第５項の規定による告示の日。第６条におい
て同じ。）までの日数から前号の契約が締結されてい
る日数を除いた日数を乗じて得た金額に達するまでの
部分の金額であることにつき、委員会が定めるところ
により、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確
認したものに限る。）

イ　当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する
契約である場合　当該契約に基づき当該選挙運動用自
動車に供給した燃料の代金（当該選挙運動用自動車
（これに代わり使用される他の選挙運動用自動車を含
む。）が既に前条の規定による届出に係る契約に基づ
き供給を受けた燃料の代金と合算して、7,560円に当
該候補者につき法第86条の４第１項、第２項、第５
項、第６項又は第８項の規定による候補者の届出の
あった日から当該選挙の期日の前日（法第100条第４
項の規定により投票を行わないこととなった場合に
は、同条第５項の規定による告示の日。第６条におい
て同じ。）までの日数から前号の契約が締結されてい
る日数を除いた日数を乗じて得た金額に達するまでの
部分の金額であることにつき、委員会が定めるところ
により、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確
認したものに限る。）

ウ　略 ウ　略
（ビラの作成の公費の支払） （ビラの作成の公費の支払）
第９条　県は、候補者（前条の規定による届出をした者に限
る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラ
の作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に
基づき作成されたビラの１枚当たりの作成単価（当該作成
単価が、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金
額を超える場合には、当該各号に定める金額）に当該ビラ

第９条　県は、候補者（前条の規定による届出をした者に限
る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラ
の作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に
基づき作成されたビラの１枚当たりの作成単価（当該作成
単価が、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金
額を超える場合には、当該各号に定める金額）に当該ビラ
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の作成枚数（当該候補者を通じて、法第142条第１項第３
号又は第４号に定める枚数の範囲内のものであることにつ
き、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請
に基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た
金額を、第７条後段において準用する第２条ただし書に規
定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業と
する者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者
に対し支払う。

の作成枚数（当該候補者を通じて、法第142条第１項第３
号又は第４号に定める枚数の範囲内のものであることにつ
き、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請
に基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た
金額を、第７条後段において準用する第２条ただし書に規
定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業と
する者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者
に対し支払う。

⑴　当該ビラの作成枚数が５万枚以下である場合　７円73
銭

⑴　当該ビラの作成枚数が５万枚以下である場合　７円51
銭

⑵　当該ビラの作成枚数が５万枚を超える場合　38万6,500
円と５円18銭にその５万枚を超える枚数を乗じて得た金
額との合計金額を当該ビラの作成枚数で除して得た金額
（１銭未満の端数がある場合には、その端数は、１銭と
する。）

⑵　当該ビラの作成枚数が５万枚を超える場合　37万5,500
円と５円２銭にその５万枚を超える枚数を乗じて得た金
額との合計金額を当該ビラの作成枚数で除して得た金額
（１銭未満の端数がある場合には、その端数は、１銭と
する。）

（ポスターの作成の公費の支払） （ポスターの作成の公費の支払）
第13条　県は、候補者（前条の規定による届出をした者に限
る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポス
ターの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契
約に基づき作成されたポスターの１枚当たりの作成単価
（当該作成単価が、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号
に定める金額を超える場合には、当該各号に定める金額）
に当該ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて、当該選
挙区（長崎県知事の選挙については当該選挙が行われる区
域。以下同じ。）におけるポスター掲示場の数に２を乗じ
て得た数の範囲内のものであることにつき、委員会が定め
るところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会
が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第11条後
段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当
する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの
請求に基づき、当該ポスターの作成を業とする者に対し支
払う。

第13条　県は、候補者（前条の規定による届出をした者に限
る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポス
ターの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契
約に基づき作成されたポスターの１枚当たりの作成単価
（当該作成単価が、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号
に定める金額を超える場合には、当該各号に定める金額）
に当該ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて、当該選
挙区（長崎県知事の選挙については当該選挙が行われる区
域。以下同じ。）におけるポスター掲示場の数に２を乗じ
て得た数の範囲内のものであることにつき、委員会が定め
るところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会
が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第11条後
段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当
する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの
請求に基づき、当該ポスターの作成を業とする者に対し支
払う。

⑴　当該選挙区におけるポスター掲示場の数が500以下で
ある場合　541円31銭に当該ポスター掲示場の数を乗じ
て得た金額に31万6,250円を加えた金額を当該選挙区に
おけるポスター掲示場の数で除して得た金額（１円未満
の端数がある場合には、その端数は、１円とする。次号
において同じ。）

⑴　当該選挙区におけるポスター掲示場の数が500以下で
ある場合　525円６銭に当該ポスター掲示場の数を乗じ
て得た金額に31万500円を加えた金額を当該選挙区にお
けるポスター掲示場の数で除して得た金額（１円未満の
端数がある場合には、その端数は、１円とする。次号に
おいて同じ。）

⑵　当該選挙区におけるポスター掲示場の数が500を超え
る場合　28円35銭にその500を超える数を乗じて得た金
額に58万6,905円を加えた金額を当該選挙区におけるポ
スター掲示場の数で除して得た金額

⑵　当該選挙区におけるポスター掲示場の数が500を超え
る場合　27円50銭にその500を超える数を乗じて得た金
額に57万3,030円を加えた金額を当該選挙区におけるポ
スター掲示場の数で除して得た金額

　　　附　則
　　（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
　　（適用区分）
２　この条例による改正後の長崎県議会議員及び長崎県知事の選挙における選挙運動用自動車の使用等の公営に
関する条例の規定は、令和４年７月１日（以下「適用日」という。）以後その期日を告示される選挙について
適用し、適用日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前の例による。

　長崎県県営空港条例の一部を改正する条例をここに公布する。
　　令和４年７月８日

長崎県知事　大石　賢吾　
長崎県条例第25号
　　　長崎県県営空港条例の一部を改正する条例
　長崎県県営空港条例（昭和38年長崎県条例第10号）の一部を次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。



― 7 ―

令和４年７月８日　金曜日 長 崎 県 公 報 号　外

改正後 改正前

　　（運用時間等）
第２条　空港の運用時間は、次の表に掲げるとおりとする。
ただし、知事は、定期便の遅延、空港の施設の建設工事等
のため必要と認めるときは、空港の運用時間を変更するこ
とができる。

　　（運用時間等）
第２条　空港の運用時間は、次の表に掲げるとおりとする。
ただし、知事は、定期便の遅延、空港の施設の建設工事等
のため必要と認めるときは、空港の運用時間を変更するこ
とができる。

名称 運用時間 名称 運用時間

略 略

対馬空港 ７時30分から21時まで 対馬空港 ７時30分から20時30分まで

略 略

２及び３　略 ２及び３　略

　　　附　則
　この条例は、令和４年10月30日から施行する。

　長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。
　　令和４年７月８日

長崎県知事　大石　賢吾　
長崎県条例第26号
　　　長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する条例
　長崎県建築関係手数料条例（平成12年長崎県条例第16号）の一部を次のように改正する。
　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）
番号 事務の名称 手数料の名称 区分 単位 金額 番号 事務の名称 手数料の名称 区分 単位 金額

１～64　略 １～64　略

65 長期優良住宅
の普及の促進
に関する法律
（平成20年法
律第87号。以
下この項にお
いて「法」と
いう。）第５
条第１項から
第７項までの
規定に基づく
長期優良住宅
建築等計画の
認定の申請
（当該申請に
併せて、法第
６条第２項の
規定に基づく
審査の申出を
行う場合を除
く。）に対する
審査

長期優良住宅
建築等計画認
定申請手数料

⑴　略 65 長期優良住宅
の普及の促進
に関する法律
（平成20年法
律第87号。以
下この項にお
いて「法」と
いう。）第５
条第１項から
第５項までの
規定に基づく
長期優良住宅
建築等計画の
認定の申請
（当該申請に
併せて、法第
６条第２項の
規定に基づく
審査の申出を
行う場合を除
く。）に対する
審査

長期優良住宅
建築等計画認
定申請手数料

⑴　略

⑵　新築時に法第
６条第１項の規
定による認定を
受けていない既
存の一戸建て住
宅の場合

　ア及びイ　略

略 ⑵　新築時に法第
６条第１項の規
定による認定を
受けていない既
存の一戸建て住
宅の増築又は改
築の場合
　ア及びイ　略

略

⑶　略 ⑶　略

⑷　新築時に法第
６条第１項の規
定による認定を
受けていない既
存の共同住宅等
の場合　次に掲
げる床面積の区
分に応じた金額

　ア及びイ　略

略 ⑷　新築時に法第
６条第１項の規
定による認定を
受けていない既
存の共同住宅等
の増築又は改築
の場合　次に掲
げる床面積の区
分に応じた金額
　ア及びイ　略

略

66 長期優良住宅
の普及の促進
に関する法律
（以下この項
において「法」
という。）第
８条第１項の
規定に基づく
長期優良住宅
建築等計画の
変更の認定の

長期優良住宅
建築等計画変
更認定申請手
数料

⑴～⑶　略 66 長期優良住宅
の普及の促進
に関する法律
（以下この項
において「法」
という。）第
８条第１項の
規定に基づく
長期優良住宅
建築等計画の
変更の認定の

長期優良住宅
建築等計画変
更認定申請手
数料

⑴～⑶　略

⑷　新基準認定住
宅で、新築時に
法第６条第１項
の規定による認
定を受けていな
い既存の一戸建
て住宅の場合

　ア及びイ　略

略 ⑷　新基準認定住
宅で、新築時に
法第６条第１項
の規定による認
定を受けていな
い既存の一戸建
て住宅の増築又
は改築の場合
　ア及びイ　略

略
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発
行
者
　
長
　
崎
　
県

　
　
　
　
長
崎
市
尾
上
町
三
番
一
号

電
話
代
表（
八
二
四
）一
一
一
一

　
　
直
通（
八
九
五
）二
一
一
四

印
刷
所
　
長
崎
市
弥
生
町
八
番
三
十
号
　
　
株
式
会
社
　
岩
永
印
刷
所

印
刷
人
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
岩

永

泰

明

申請（当該申
請に併せて、
法第８条第２
項において準
用する法第６
条第２項の規
定に基づく審
査の申出を行
う場合を除
く。）に対する
審査（次項の
適用を受ける
ものを除く。）

⑸～⑺　略 申請（当該申
請に併せて、
法第８条第２
項において準
用する法第６
条第２項の規
定に基づく審
査の申出を行
う場合を除
く。）に対する
審査（次項の
適用を受ける
ものを除く。）

⑸～⑺　略

⑻　新基準認定住
宅で、新築時に
法第６条第１項
の規定による認
定を受けていな
い既存の共同住
宅等の場合

略 ⑻　新基準認定住
宅で、新築時に
法第６条第１項
の規定による認
定を受けていな
い既存の共同住
宅等の増築又は
改築の場合

略

67～76　略 67～76　略

備考　略 備考　略

　　　附　則
　　（施行期日）
１　この条例は、令和４年10月１日（以下「施行日」という。）から施行する。
　　（経過措置）
２　この条例による改正後の長崎県建築関係手数料条例の規定は、この条例の施行日以後にされる申請等に係る
手数料について適用し、施行日前にされた申請等に係る手数料については、なお従前の例による。
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